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地域子供の未来応援交付金

寄附金積立基金繰入金

市債 防災対策事業債

＊歳出予算の主なもの 主　な　内　容

介護サービス提供体制確保事業費補助金

保育対策総合支援事業費補助金

地域子育て支援拠点事業補助金

子育て短期支援事業補助金

1,435,945国庫支出金

繰入金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金

195,975  

＊歳入予算

314,253,000 2,857,025  

内　容

311,200,000 3,053,000

令和４年度４月補正予算の概要

　新型コロナウイルス感染症に係る経済対策事業、ウクライナ人道支援事業等に
要する経費を計上するもの

３，０５３，０００千円

補正前 補正額 補正後
補正額の財源内訳

特定財源

(以下単位は全て千円)

一般財源
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1

病児保育事業補助金

地域子育て支援拠点事業補助金

児童クラブ運営費補助金

児童クラブ整備費補助金

238,080県支出金2

寄附金 ウクライナ人道支援寄附金

児童クラブ運営費補助金

児童クラブ整備費補助金

財政調整基金繰入金
196,225

感染症発生動向調査事業費負担金

　ウクライナ情勢により深刻な人道的危機に直面してい
る人々を支援するため、ウクライナ人道支援寄附金をウ
クライナ大使館に寄附するもの

平和思想普及啓発事業
ふるさと納税運営経費
(国際課)

児童虐待防止対策事業補助金

病児保育事業補助金

児童福祉施設等における感染症対
策のための簡易な修繕
(こども・若者支援課、保育課、
こども家庭課)

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止を図るた
め、児童福祉施設等における感染症対策のための簡易な
修繕に要する経費の補助等を行うもの

諸収入 中小企業景気対策特別融資預託金元金収入

子育て短期支援事業補助金

参議院議員通常選挙委託金
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3 1,801

4 126,630

5 1,015,000

6 9,120

7 760,744

8 7,308

9 5,000

10 13,556

11 242,675

児童相談所運営費
一時保護所運営費
(児童相談所)

　新型コロナウイルス感染症の感染リスク低減の観点か
ら、児童福祉施設や他市の児童相談所との協議等のオン
ライン化を図るため、Ｗｅｂ会議システムに係る機器を
整備するもの

新型コロナウイルス経済対策事業
(産業・雇用対策課)

　コロナ禍における市内在住・在勤者のテレワークを推
進するため、市内施設の利用料金を一部補助するもの。
　また、市内企業のデジタル技術を活用した自動化や非
接触化等の取組を支援し、将来的なＤＸ化の契機とする
ため、新たなシステム構築や設備投資に係る費用の一部
を補助するもの

消防車両購入費
(警防課)

　新型コロナウイルス感染症対応強化車両として、搬送
中における職員の感染リスクを軽減できるよう考慮した
車両及び資機材を導入するもの

　ウクライナ情勢等による原油・原材料の価格高騰の影
響を受ける市内中小企業者の資金繰りを支援するため、
新たな融資制度を創設し、支払利子の一部を補助するも
の

海外ビジネスマッチング事業
(産業支援課)

　コロナ禍で厳しい状況にある市内企業の販路開拓を支
援し、活発な経済交流を図るため、ＡＩ・ロボット関連
産業の先進都市であるカナダ・トロント市の企業や技術
者等を招へいし、市内企業の訪問や商談会を行うもの

中小企業事業資金融資預託金・利
子補給金
(産業支援課)

区別基本計画推進事業
(緑区役所地域振興課)

　コロナ禍で高まっているオンラインミーティング等の
ニーズに対応するため、森のイノベーションラボＦＵＪ
ＩＮＯ内にワークルーム等を整備し、テレワーク環境の
充実を図るもの

中小企業研究開発支援事業
(産業支援課)

　新型コロナウイルス感染症対策を始めウィズコロナ・
ポストコロナ社会におけるニーズ対応や課題解決に向け
て、市内中小企業者等が自ら行う新製品や新技術等の開
発費用の一部を補助するもの

中小企業事業承継支援事業
(産業支援課)

　経営者の高齢化や新型コロナウイルス感染症の影響に
より先行きが不透明な中小企業を対象に、経営の安定を
図るため、事業承継を進めるための支援体制を整備する
もの

消費喚起協力金事業
(産業支援課)

　消費喚起策として、市内の店舗等で１５，０００円以
上消費した市民に対し、３，９００円のキャッシュバッ
クを行うもの
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